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研究成果の概要：アジアおよび欧米諸国で多様に展開している農産物および加工食品の消費者

向け直売活動について、運営の仕組みや農家・地域社会に与える影響を国際比較した。アジア

諸国では農村・農家主導で直売が展開しているのに比べ、欧米諸国では都市部の消費者が直売

型流通を主導している。流通業の国際化と食文化の標準化は国を超えて浸透しているが、その

中でも地域の食材を評価し実際に購入できる場として農産物直売は評価されている。 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
2006 年度 5,800,000 1,740,000 7,540,000 

2007 年度 4,600,000 1,380,000 5,980,000 

2008 年度 4,300,000 1,290,000 5,590,000 

総 計 14,700,000 4,410,000 19,110,000 

 
研究分野：農学 
科研費の分科・細目：農業経済学 
キーワード：国際農業・農産物流通 
 
１．研究開始当初の背景 
 農産物流通のグローバル化が進展し、これ
までの農業の主たる担い手であった家族経
営農業は、食品製造業者・流通業者との垂直
的取引関係に取り込まれつつある。しかしこ
うした状況下でも、日本では農産物直売所を
はじめとする消費者直売型流通チャネルが
発展を遂げており、家族経営農業を支える重
要な販路として注目されている。こうした動
きは世界各国にもみられ、直売型流通をオー
ルタナティブな流通チャネル、コミュニティ
活動の場、農村経済多角化の手段として評価
する論考は多い。 
 しかし国・地域により、消費者直売型農産
物流通は異なる展開をみせている。その背景
には、各国の農業生産構造、食品流通市場構
造、社会的基盤、政策等の違いがあると考え
られ、これらの規定要因を比較考察し、普遍

的要因と国毎の特殊要因を整理することが、
直売型流通を正確に評価する上で必要であ
る。しかし既存の研究やマスコミ報道では、
こうした普遍的要因の整理や特殊要因の把
握は厳密になされていない。そのため、海外
の取り組みを無批判に紹介する動きや、現地
での適用可能性を考慮せずに日本の取り組
みを開発途上国に導入しようとする例も散
見される。こうした動向は、安易にグローバ
リゼーションの対抗策として直売型流通を
位置づけ、かえってその意義の過大評価や、
その反動としての過小評価をもたらす恐れ
がある。直売型農産物流通が持つオールタナ
ティブな特性を精査し、その真の意義・有効
性と問題点・課題を明らかにすることが求め
られている。 
 
２．研究の目的 



 アジアおよび欧米諸国を対象とし、各国に
おける消費者直売型農産物流通の実態を詳
細に明らかにする。さらに直売型流通を規定
する要因である農業生産構造、市場条件、社
会条件、政策対応のあり方を国際比較するこ
とにより、消費者直売型流通を発展させるた
めの条件を具体的に解明することを目的と
する。 
 具体的には、４つの個別課題を解明するこ
とで上記の目的を達成することを目指す。 
(1)消費者直売型農産物流通の具体的なマネ
ジメント方式、販売組織の形態および運営方
法を国別に比較考察する。 
(2)直売型農産物流通の展開を規定する要因
を、農業生産構造、市場および社会条件、政
策の３視点から抽出し、国際比較を行う。 
(3)直売型農産物流通の発展が、グローバリゼ
ーション進展下にあってその存在基盤を弱
めつつある家族経営農業にどのように貢献
しているかを具体的に明らかにする。 
(4)国毎に異なる農業政策、流通政策および食
品安全政策が、直売型農産物流通の展開にど
のような影響を及ぼしているかを解明する。 
 
３．研究の方法 
(1)海外フィールド調査 
 2006 年から 08 年にかけ、研究メンバーの
これまでの調査フィールドを考慮しながら、 
韓国、台湾、中国、タイ、インドネシア、ア
メリカ、ドイツ、イタリアにて現地調査を実
施した（ただし台湾は後に考察対象から除外
した）。各国に複数回、概ね１回あたり１～
２週間程度滞在し、複数のメンバーで調査を
実施した。現地では直売型農業を実践する農
家、農業団体、行政機関、研究機関に対する
インタビューを中心に情報収集に努めた。タ
イとアメリカでは農家に対する質問票調査
を実施し、個別出荷者の行動を把握した。 
(2)研究レビュー 
 日本と海外の直売型農業・農産物流通に関
する既存文献をレビューし、これまでの研究
の達成度と問題点を明らかにした。 
(3)補：用語の整理 
 研究を進めるに連れ、「（消費者）直売型（農
産物）流通」と「（消費者）直売型農業」と
いう二つの用語を併用する必要が生じたの
で、概念整理を行った。 
 直売型農産物流通という用語は、生産者が
自家農産物や加工食品を自ら販売する場を
念頭に置いて用いる。しかし生産者が流通に
関する意思決定を行う場合は、自身の農業経
営の在り方に制約を受ける場合が極めて多
い。直売型流通では生産・営農の場と流通の
場の相互規定性が極めて強い。そこで流通・
販売の場だけでなく、その背景にある生産・
営農の場も念頭において考察する場合は、直
売型農業という用語を用いることにした。 

 
４．研究成果 
(1)直売型農業に関する研究・調査動向（レビ

ュー） 
①日本：日本では 2000 年代前半より直売型
農業に関する研究が増加している。その大半
は農産物直売所を対象とした分析で占めら
れている。中でも直売所の利用者（顧客）の
意識や行動に関する成果が多い。反面、出荷
者の意識や行動、さらに直売所が農業委経営
に与える影響については蓄積が乏しい。事例
分析より、直売所の経営規模・組織形態・運
営方法が多様化していることも明らかにな
っている。 
一方、観光農園、通信販売など他の直売型

流通チャネルに関する研究は十分に行われ
ていない。直売型農業の多様な形態と地域活
性化との概念との関係についての理論的考
察も残された課題である。 
②海外諸国：直売型農産物流通の市場シェア
を具体的に計測することは極めて難しいが、
青果物に限定すれば簡易推計されている国
もある。概ね総流通量の数％（英語の a few
に相当）という報告が多い。 
 いずれの国においても量販店の伸長が著
しく、直売型農産物流通にも影響を及ぼして
いる。その評価の方向性は二つある。一つは
零細な直売型流通システムは衰退すると捉
える方向で、伝統的直売システムに対しこう
した評価を与える論者が多い。もう一つは量
販店主導のグローバルに対抗するオールタ
ナティブな流通システムとして直売型農産
物流通をポジティブに評価する方向性で、先
進国にその傾向がみられる。 
 直売型流通システムの多様な運営方式に
ついてはケーススタディが蓄積されている。
しかし直売型農業に携わる農家の出荷行動
や、直売型農業が農業経営に与えるインパク
トについてはあまり分析されていない。 
 アジアと欧米諸国の間に直売型流通シス
テムの運営実態やその評価をめぐって違い
がある。アジア諸国では直売型流通と農村ツ
ーリズムが接点を持ちつつあり、相互の展開
に影響を与えあっている。都市農村交流のメ
ディアとしても直売型流通が注目されてい
る。欧米諸国では、均一的なグローバリゼー
ション経済に対するオールタナティブな流
通システムとして直売型流通を評価する傾
向が、特に社会学の分野でみられる。さらに
直売型農業がコミュニティに及ぼす社会的
効果についても考察されている。ただし、こ
うした傾向は直売型農業を単純化して把握
してしまうと批判する論者も存在する。 
(2)国別にみた直売型農業の展開 
①韓国： 
 韓国では農協が中心になって「身土不二」
運動を展開しており、地域・国産農産物に対



する消費者の関心は高い。農協組織はハナロ
マート・ハナロクラブという 2系統の小売店
舗を持っており、生鮮品売場では国産農産物
のみを扱うという原則を掲げ、他の大型マー
トとの差別化を図っている。ハナロマートは
単位農協が経営する小売店舗、ハナロクラブ
は農協中央会および関連会社が運営する大
型マートである。ただし、ハナロマート／ク
ラブとも、地域の農家の直接出荷を認めてい
るものの、大きなロットや一定の規格遵守を
求められるため、日本の直売所のようなフレ
キシブルな地場農産物出荷拠点とはなって
いない。売り場でも国産品であることは強調
されるが、地域レベルで産地を表示すること
は京畿道（調査地）ではまれである。 
 一方、韓国では農村ツーリズムの振興に力
を入れているが、ツーリズムサイトにおいて
地元の農産物や加工食品の販売および体験
が重要な提供メニューとなっており、ツーリ
ズムの実際の収入源の一つとしても大きな
役割を果たしている。ツーリズムに関係する
省庁が提供する多様かつ体系的な支援メニ
ューを現地サイトが選択することにより実
際の支援がなされている。近年の特徴として、
ツーリズムを実践するマウル（韓国最小の地
域単位：ほぼ集落に相当）全体による事業遂
行を推奨し、ツーリズム事業の成果を特定農
家だけでなく地域の住民全体にもたらそう
としている。韓国の農村部は兼業機会に乏し
く、地域の食に関する体験メニューの提供や
直売は収入源の多角化に貢献すると評価さ
れている。しかし、マウルが地域活動の単位
としては小さいこと、ツーリズムに通じた人
的資源の不足、政策メニューの多様化による
行政上の非効率等が問題点として指摘され
ている。 
②中国： 
 消費者に直接販売する一般的な直売型農
産物流通の展開はみられない．しかし都市近
郊を中心に農村ツーリズムの萌芽がみられ、
ツーリズムサイトでは都市住民との交流プ
ログラムの一要素として直売部門が一定の
役割を果たしている。 
 都市農業観光型ツーリズムは、都市郊外に
大規模な農場施設を建設し、最先端の農業技
術を紹介する事例が多い。ハイテク技術を用
いた収穫物や清浄な環境で栽培された緑色
野菜が土産品として販売され、収入源の一角
を占めているが、入場料収入に比べその割合
は低い。 
 滞在休養型ツーリズムは、農村の景観、農
産物、生活を滞在中にそのまま経験してもら
うタイプのツーリズムである。中でも「農家
楽」と呼ばれる既存の設備を活用した農村観
光プログラムの導入が進んでいる。そこでは
地元の食材を活用したレストラン、喫茶、特
産物の購入が重要な体験メニューとなって

いる。 
③タイ： 
 タイ東北部で試行されているコミュニテ
ィ・マーケット（CM）に対象を絞って分析し
た。東北タイでは、自給用稲作と換金作物（キ
ャッサバ，サトウキビ等）に偏ったモノカル
チャー的農業から脱却するため、複合農業が
推奨されている。そこで多品目少量の農産物
を出荷できる販路として CM が試行されてい
る。設立に当たっては JBIC や民間コンサル
会社の支援を受けているが、ハード面と設立
後の運営については地域住民の組織に委ね
られている。集・分荷圏は開催地を含む数集
落レベルであるが、交通の要衝では拡大する
傾向にある。販売されるのは農産品の他、山
林の収穫物、伝統的加工食品など幅広い。CM
の設置により集落内の経済循環や農家の現
金収入源の確保につながった。しかし総じて
小規模であり、設置後数年して売上額が減少
しているマーケットが多い。比較的成功を収
めている JNK 集落と NTNT 集落の取り組みを
分析すれば、今後の対策として、販売チャネ
ルの複線化（都市部への出張販売等）とチャ
ネル別の品揃え変更が必要と考えられる。 
④インドネシア： 
 伝統的市場であるパサールでは、食料品・
日用品が移動商人の手により販売されてい
る。しかし農村部の産地の女性も近隣農家か
ら少量の野菜を買い付けてパサールで販売
し、現金収入を得ている。 
 また、農村部にはキオスと呼ばれる小店舗
が存在する。日配品と食料品を販売している
が、域外から持ち込まれた産品が多い。ただ
し生鮮野菜に関しては地元から仕入れるこ
とが多く、地域農業との結びつきは深い。 
⑤アメリカ： 
 全米で 4,400 件（2006 年）のファーマーズ・
マーケット（FM）が設置されており、増加傾
向にある。特にカリフォルニア州での設置数
が多い。FM は一般的に常設の構造物を持たず、
都市中心部の公園や道路で週に１～２回開
催されることが多い。営業時間も半日程度で
ある。出荷を許可された農家は指定されたブ
ースにテントを持参し、自身の産品のみを陳
列し、対面方式で消費者に販売する。 
 FM の開設主体は農家、NPO、行政である。
小規模農家の支援を目的とする事例が多い
が、消費者教育、都市中枢部の経済活性化な
どを目指して FM を設けている例もある。近
年はこうした食育や都市コミュニティ活性
化の拠点としても FM が注目されている。 
 出荷者は小規模経営が中心であるが、日本
の直売所出荷農家に比べれば、大規模な農家
や遠隔地からの出荷者も多い。 
 FM にはマネージャーと呼ばれる責任者が
おり、運営に関して大きな権限を与えられて
いる。日常の運営管理はマネージャーが取り



仕切るのが一般的である。 
 アメリカの FM は農家による直接販売を原
則とする青空市的な開催が中心である。簡素
だが運営方法、品揃え、品質等は厳しく規
制・管理されている。また対面販売により消
費者との直接的な交流が確保されている。 
⑥ドイツ： 
 直売農家数に関する厳密な統計的把握は
不可能であるが、推測値として全体の 10％と
の指摘がある。特に有機農業経営には直売経
営が多い。消費者の簡便化志向を受け、加工
品に取り組む直売農家も多い。 
 直売農家の具体的販売経路は、農家店舗で
の販売、定期市、小売店との連携販売である。 
 調査事例の農家店舗（フライブルク近郊）
では、自宅の 1階を店舗とし、週６日営業し
ている。店舗は経営主と姉が主に管理してい
る。多品目の生鮮品に加え、果実類の加工品
に取り組み、品揃えを充実させている。 
 定期市は特定の曜日に教会前など都市部
の中心地で開催される。運営は市町村役場が
行っており、出店権を管理している。出店者
は間口の広さに応じた出店料を支払う。出店
者は農家だけでなく、商工業者も参加してい
るので、近年では農家のみの農民市を開く地
域もある。 
⑦イタリア： 
 広場等で開催される伝統的な露天市の市
場シェアは２割程度と推測されている。ただ
し日本のような共同直売所はみられない。こ
れは農家と商業者の間にある社会的分業意
識の強さやそれを前提とした課税・許認可の
制度の存在により、実際に農家が直売活動を
行うのが難しいためと考えられる。それでも
近年は多様な形態をとりながら直売型農業
に取り組む事例が散見される。 
 スローフード協会では、地域の食文化を守
る活動の一環として、大地のマーケットプロ
ジェクトを実施している。生産者が地域農産
物を消費者に直接販売することにより、生産
者のアイデンティティ確保や能力向上を目
指している。マーケット開設には自治体や商
工会議所、保健所等との綿密な調整が必要で
ある。価格は生産者自身が合理的に設定する
ことになっている。マーケット開設費の一部
は EU の LEADER プログラム（地域活性化プロ
グラム）より資金援助されている。 
 調査事例のモンテバルキ市では日本的な
常設共同直売所が設けられ、12％の手数料で
運営されている。地元生産者の参加が増え、
伝統的食材の復活がみられた。しかしここで
も会計上の規制によりレシートを生産者別
に複数枚発行しなければならない等、運営上
の問題点を抱えている。 
 イタリアでは農村ツーリズムも発展して
いるが、各種規定によりあくまでも農業を補
完することで成立するサービス業として位

置づけられている。ツーリズムの事業規模は
農業経営の規模に応じてその上限が定めら
れる。食材の提供においても自家農産物の利
用が原則である。また加工に関する衛生基準
が厳しくなっており、伝統的製法との齟齬が
問題になりかけている。 
(3)複数の視点からみた直売型農業の国際比
較 

①販売形態とマネジメント 
 全体的な傾向としては原初的な対面販売
から日本・韓国等にみられるセルフ・委託方
式に展開しつつある・しかし欧米の直売型流
通では、あえて対面販売方式を維持している。
アジアでは農家の販売面への関与は弱いが
運営組織へのマネジメントは強い。欧米は逆
の傾向にある。しかしいずれもオールタナテ
ィブな流通形態として消費者から評価され
ている。 
②立地論の視点から 
 日本では都市郊外、アジア諸国では農村部
に直売型流通が立地しているが、欧米諸国で
はむしろ都市中心部に立地している。都市と
農村の境界をめぐる国土構造の違いが影響
していると考えられる。都市と農村の境界が
明確な欧米では、農村という「出自」自体が
直売型流通の差別化要因となりやすい。 
③直売型農業を支える農業生産構造 
 アジア諸国では直売型農業が当該地域の
自然的生産環境に強く規定されている。その
一方でグローバリゼーションの影響も受け
ている。欧米ではグローバリゼーション進展
による食文化の危機が強く意識されており、
その中で生き残るニッチな市場の差別化要
素として地域性が注目されている。各国共通
して都市・消費者が全体的な主導権を握って
おり、農業に求められるものに応えるため多
様な直売型流通システムが展開している。そ
れでも各国とも農業の結合生産物である食
料以外の財・サービスに高い価値が置かれて
いる。 
④対象国の市場条件 
 流通業の国際化と流通機構の近代化はど
の国でも進んでいる。直売型農業はこうした
動きとは相反する動きととらえられる。国際
化・近代化が早くから展開した欧米諸国で直
売型農業が一定の評価を得ている。 
 大規模小売業が採用しているセルフ販
売・チェーンオペレーションといった経営技
術と対極的な伝統的経営技術を活用してい
るのも直売型農業の特徴である。ただし日本
の直売所ではセルフ販売が一般化しており、
国際的に見れば異色な存在である。 
⑤直売型農業を支える社会条件 
 食生活の国際的な標準化が進む中、逆にロ
ーカルな食生活を見直す気運が高まり、直売
型流通もその媒体として評価されている。直
売型流通と食育をリンクさせる取り組みも



各地でみられる。 
ただし加工食品の提供については、農業部

門も積極的に加工に取り組む国と、生業とし
ての農業生産を重視する観点から一定の規
制をかけている国とに分かれる。 
 直売組織とコミュニティの関係も地域差
がある。アジア諸国は総じて農村・農家主導
で直売組織が構成されているが、欧米諸国で
は都市部の消費者がイニシアティブをとっ
て組織が運営されている。さらに「ローカル」
として想定される範囲も国により差がある。 
⑥直売型農業と政策・制度 
 自給率水準の低いアジア諸国（特に日本と
韓国）では、国内自給基盤の維持という視点
も踏まえて各種支援が行われている。 
 自給率水準の高い欧米諸国では、家族経営
農業および食の安全・食文化に対する生消双
方の危機感に裏打ちされた形で、消費者直売
型農業を多面的に支援しようという方向が
みられる。 
 一部の国では農村経済の多角化・活性化の
一環として直売型農業への行政支援が行わ
れている。 
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